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出典：oecd.statより全労連が作成。民間産業の時間当
たり賃金（一時金・時間外手当等含む）。1997年を基
準に指数化。
注１：日本のデータは「毎月勤労統計調査」より
OECDに提供されているもの。2004年～17年の値は不
正により実際より低いことに注意。厚労省によればそ
の差は0.6％程度。その分を上振れ補正しても、他の国
の実質賃金の伸びには追い付かない。
注２：20年のQ1～Q３は、第１四半期～第３四半期。
Q3までそろっているのは5か国で他の国はQ2までの表
示となっている
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ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の調査によると、
日本の平均賃金（年間）は、約423万円で35か国
中の22位にまで順位を下げました。他国と比べる
と、トップの米国は約763万円で、率にして44％
の大差です。日本は340万円も低くなっています。
お隣の韓国に比べても約37.9万円低く、月3.1万
円ほど低いという計算になります。2015年に日本
と逆転しました。

米国 約763万円 日本 約423万円 ▲340万円

OECD 35カ国中

日本 22位
平均賃金

図2

最低賃金（最賃）に近い低賃金で働く人の割合が最近１０年ほどで

倍増していることが、賃金に詳しい都留文科大の後藤道夫名誉教授

の試算で分かった。最賃の全国平均の1.1倍以下で働く人の割合は

2020年に14.2％となり、09年の7.5％から急伸した。非正規労働者

や低賃金の正社員が増えたのが要因の１つで、コロナ禍が脆弱な雇

用構造に追い打ちを掛けている。（山田晃史）

非正規や低賃金正社員に追い打ち

最低賃金近傍の労働者
10年で倍増

東京新聞 2021.9.18

7.5 ➜ 14.2％
最賃×1.1倍以下

図3 図4
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女性介護士・保育士・福祉職員・ヘルパー
と男性大卒・高卒賃との金比較

図7

一橋大学・深尾京司教授（経済）

図8
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ケア労働者の
大幅賃上げアクション

政府の処遇改善事業の効果

●賃上げ43.3％ 組合

●平均8,337円

看護師
１％4000円
介護・保育
3％9000円

図11
ケア労働者の
大幅賃上げアクション
政府の処遇改善事業の効果

●政府は、助成金の
｢3分の2はベースアップ」に

●8割は手当による支給

経営者は「梯子外されたら
困る」と躊躇

☞10月以降の制度が不明確

☞いつでも廃止できるように

基本給ベア

13%

手当

83%

一時金

1%
調整給

1%

その他

2%

図12
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一橋大学・深尾京司教授（経済）

図13

一橋大学・深尾京司教授（経済）

図14

一橋大学・深尾京司教授（経済）

図15

一橋大学・深尾京司教授（経済）

図16
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図17
自動車運転者の
インターバルは11 時間

以上に！
バス･タクシー･ハイヤー･シラッ

ク等の自動車運転者を対象とした

「改善基準告示」（拘束時間）の

うち休息期間（勤務間インターバ

ル）を「11時間以上」を実現す

るための緊急行動。現在、厚労省

労働条件分科会で「11時間以上

か9時間以上か」で厳しい議論が

展開されている。使用者側が激し

い抵抗。現状は「8時間での睡眠

時間は4時間に満たない」のが現

状で過労死ラインを超える長時間

労働が常態化。労働者の健康を守

るとともに公共交通の安全確保の

ためにも十分な睡眠が確保できる

インターバル設定が必要だ。

バス･タクシー
4ｈ睡眠が状態化

図18

財界・大企業と政府（アベノミクス・トリクルダウン）

春闘破壊

非正規労働者
＋フリーランス

物言えぬ労働者 増

力を付け団結
声を上げる

労働組合
+ 地域住民

なぜ日本の賃金は上げさせられないのか

国民春闘労働者

資本

新自由主義・自己責任・市場原理

公共･社会保障
破壊･市場化

図19

日本経済団体連合会会長

十倉雅和

経労委報告2022
2022年版 経営労働政策特別委員会報告

〇「自社の業績や労務構成などを総合的に勘案しながら、

適切な総額人件費管理の下、自社の支払い能力をふまえ、

労使協議を踏まえた上で各企業が賃金を決定する「賃金決

定の大原則」に則った検討を行い、「賃金引き上げ」と

「総合的な処遇改善」に取り組む。

○ 内部留保について「コロナ禍、内部留保が企業倒

産を抑制。今後も保有が不可欠」。

○最低賃金については「目安制度に対する信認が揺ら

ぎ、審議会による決定方式に対する不満がくすぶって

いる。制度自体のあり方や地域別最低賃金の決定方法

についても見直す時期にきている」。

2021.1.18

○「賃金決定の大原則」の堅持と総額人件費管理の徹底。

図20
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働く者の立場をめぐる動き

　　2000年代以降

74 日本的計画 83  新しい日本的計画

95  正社員のリストラ

82  非正規社員の本格導入

74  労使協調

74  大幅賃上げ自粛

93  リストラ容認

80  フリーター指向

80  組織離れ

81  小さな政府・民営化路線

80  労働法の規制緩和

（注）「日本的経営」「新しい日本的経営」は、おおまかに実際の動きの時期を表示

出所）『ＷＥＤＧＥ』2004年4月号

政府

企業経営者

労働組合

一般労働者
（特に若者）

70年代 80年代 90年代

図25

「資本主義社会では、労働者は労働力の売り手、使用者は買

い手。労働条件は労使対等の下で決められるのは当たり前の

こと。しかし、日本においてはこの労使対等の原則が形骸し

ている」このことが日本で賃金が上がらない最も大きな原

因」と述べた。また、日本では労働者の側が「労働争議（ス

トライキ）をさけ、納得のいく回答がなくても交渉を納めて

しまう傾向が強く、このことが努力しない企業をつくり、日

本経済をも冷え込ませている原因となっている」と指摘した。
ちなみに、製鉄産業で日本最大手の日本製鉄の平均賃金は

年460万円なのに対し、韓国最大手の製鉄所ポスコは960万

円と倍以上違う、しかし、韓国の企業は、たくましく潰れる

どころか、世界で最も競争力の高い企業へと成長している。

（2022.1.12 国民春闘共闘単産地方代表者会議での講演） 労働政策研究･研修機構（労使関係論）

呉 学殊（オウ・ハクスウ）さん

日本の賃金下落の原因

労使対等原則の形骸化

図26
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☞ 考えて！ 企業あっての労働者？ 労働者あっての企業？

賃金

資本家（使用者）

労働者B 労働者Ｃ労働者Ａ

労働力を時間決めで売る

労働できる力＝労働力
労働力（商品）＝賃金

安売りしてはいけない 契約と違う働き方はダメ人格を売ってはダメ

資本主義社会のしくみ

労働力

利害は一致しない

図29

働いて、賃金を得て、生きる ☞資本主義社会

一日は24時間、人には寿命がある

資本主義社会では
労働者は働くことから
逃れられない
これが、労働者

図30

図31

労働条件の労使対等決定原則

●労働契約法 (労働契約の原則)

第三条 労働契約は、労働者及び使用者が、対等の立場にお

ける合意に基づいて締結し、又は変更すべきものとする。

●労働基準法 (労働条件の決定)

第二条 労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場におい

て決定すべきものである。

図32
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労働者

対等の立場とは？
労働組合

個別 集団的に労働契約

☞ 考えて！ 労働者が持つ唯一の力は「数の力」

図33

① 団結権 労働組合をつくる権利

②団体交渉権 団交する権利

③団体行動権 ストライキする権利

憲法28条 労働三権

労働組合活動する権利

☞ 考えて！ 憲法は労働組合で団結し行動を促す

図34

どんなに、良い使用者でも
「労働者らしく、経営者らしく」

図35 図36
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呪いのことば

▼「うちの会社は儲かっていないから、
要求してもムリ」

▼「会社がつぶれては、元も子もない」

▼「生産性が上がらないので、賃金が上
がらない」の誤解

▼「コロナだから、いまは仕方ない」

☞あなたならどう答える？

図37
コロナ禍「過去最高益の大企業」

トリクルダウンはない

図38

労働組合が
成果主義を提案

20春闘一つの特徴
図39

金属大手など
大企業の労働組合
強める個別企業内主義

2021.1.26 朝日新聞

図40
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２０２２年春闘の集中回答日となった１６日、
自動車や電機などの大手企業が労働組合の要求に
一斉に回答した。コロナ禍からの業績回復を受け、
基本給を底上げするベースアップ（ベア）や年間
一時金（ボーナス）の要求に対する満額回答が相
次いだ。主要企業全体の賃上げ率は、焦点となっ
ていた２％を超える勢いだ。
電機大手では、各社労組でつくる電機連合が月

額３０００円のベアを掲げ、日立製作所と東芝、
ＮＥＣが満額回答した。他の電機大手も１５００
円で妥結し、昨年の水準（１０００～１２００
円）を上回った。自動車大手では、主要８社のう
ちスズキとダイハツ工業を除く６社が賃上げで満
額回答した。

読売新聞 2022/03/16

22春闘 連合
満額回答が相次ぐ

図41
連合 結成以来の
賃上げ状況の推移
22春闘 第4回集計 2022年4月14日

図42

正規労働者

非正規労働者

企業Ａ 大

企業Ｂ 中

企業Ｃ 小

੫


଼
ଥ

ௌ
௮


଼
ଥ 労働力の安売り

格差と貧困
労働力の買いたたき

労働組合による規制

労働組合規制 社会的規制
団体交渉
ストライキ
統一行動

社会的賃金闘争
法規制
政治闘争

企
業
別
➡
産
業
別

図43

問題提起１ 産業別労働組合の強化・拡充を図る展望

問題提起２ 賃金、労働条件の改善へ春闘の再構築

問題提起３ 組織強化と学習・教育活動の再構築

問題提起４ さらなる飛躍をめざす要求・政策づくり

2021年7月28日-29日全労連第61回評議員会方針

第
3
章

憲法が活きるコロナ後の社会と
全労連運動の飛躍へ
討議を呼びかける
第31回定期大会に向けた問題提起 2022年7月

図44
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制度・政策で賃上げの
仕組み官民一体でつくる

社会的な賃金闘争

「社会的な賃金闘争」とは、制度・政策闘
争を強め、①賃金が上がる仕組み、底上げ
を制度的に実現すること、くわえて、②賃
上げ・底上げを求める世論を大きく構築す
ることである。すべての働く人々の賃金の
底上げを実現する社会的なたたかいを“広義
の最賃闘争”として位置づけ、官民一体で、
地域活性化の課題と重ねあわせて、“地域”
の共同につなげていく方針である。（第53
回評議員会決定「16春闘方針」より）

①最低賃金

②公契約制定

③公務員賃金

図45
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都道府県名 茨城県 長野県 岡山県 沖縄県 東京都

自治体名 水戸市 長野市 岡山市 那覇市 北区

性別 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

最賃ランク B B C D A

消 費 支 出

食 費

住 居 費

水道・光熱

家具・家事用品

被服・履物

保健医療

交通・通信

教養・娯楽

そ の 他

非消費支出

予 備 費

最低生計費
（月額）

税抜
税込

年額（税込）

月150時間換算

月173.8時間換算

2019年最低賃金額 849 848 1,013 

最低生計費試算調査 2019 25歳単身一人暮らしの若者 マーケットバスケット方式

調査 全国労働組合総連合 監修 静岡県立大学短期学部 中澤秀一准教授

図47

最低賃金 21秋学習ビデオ 15分

https://www.youtube.co
m/watch?v=RgHL_bq4zI
M

一緒にめざそう！
最低賃金だれでも
どこでも1500円
～なぜ必要？実現できる？～

INDEX
★街頭インタビュー★

「いまの賃金で暮らせる」「最賃が1500 円になったら？」
★小畑雅子国民春闘共闘代表幹事・全労連議長 インタビュー★

「2021 年度の改定をどう見るか？ 」
★最低賃金に近い賃金で働く労働者の訴え★
★中澤秀一静岡県立大学短期大学部准教授インタビュー★

「なぜ最低賃金は 全国一律がいいのか 」
★中小企業家同友会全国協議会インタビュー★

「中小企業の現状と求められる施策」
★全労連の中小企業支援策、最賃運動の歴史的な到達と今後の行動提起も

最新のインタビューに加えて資料やグラフも効果的に表示！
ビデオの長さは15程度。キックオフ集会、学習会に使いやすい！

全労連・国民春闘共闘委員会

図48
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同盟罷業
どうめい ひぎょう

ストライキとは
労働者が賃上げや労働条件改善

などの要求実現のために、団結

して一時的に労働力の提供を拒

否することで、使用者に譲歩を

迫ること。労働者による争議行

為の一種で労働者の権利。日本

国憲法第28条「労働三権」の

一つで「団体行動権」として保

障されている。労働者にとって

最も強い要求戦術。

図49

9,581 

5,197 

35 
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

日本の争議件数の推移総争議件数の推移
ピークの1974年9,581件を記録

半日以上の同盟罷業（スト）
ピークの1974年5,197件を記録
2009年以降、年間50件以下

図50

ストライキによる各国労働損失日数 （千日）

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スペイン

1993 116 3,981 649 593 511 2,141
1994 85 5,022 278 229 501 6,277
1995 77 5,771 415 247 784 1,457
1996 43 4,889 1,303 98 363 1,580
1997 110 4,497 235 53 325 1,837
1998 102 5,116 282 16 309 1,281
1999 87 1,996 242 79 422 1,505
2000 36 20,419 499 11 581 3,617
2001 29 1,151 525 27 463 1,924
2002 12 660 1,323 310 248 4,945
2003 7 4,077 499 163 224 792
2004 10 1,017 905 51 193 4,473
2005 6 1,348 224 19 1,997 951
2006 8 2,688 755 429 1,421 928
2007 33 1,265 1,041 286 1,553 1,188
2008 11 1,954 759 132 1,419 1,510
2009 7 124 455 67 942 1,291
2010 23 302 365 25 1,851 672
2011 4 1,020 1,390 70 649 485
2012 4 1,131 249 86 237 1,290
2013 7 290 444 150 261 1,098
2014 20 200 788 155 345 621
2015 15 740 170 1,092 869 497
2016 3 1,543 322 209 1,739 389

　ILOSTAT及び「データーブック国際労働比較2018」のデーターより作成

　『ストライキ2.0』金野晴貴著より

　50万日以上をマーキング

日
本
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ス
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ストライキ国際比較

労働損失日数
1993年～2016年
の合計比較
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○長引くコロナ第４波で医療現場がひっ迫。看護師らが処
遇改善などの要求でストライキを予告。
○8万人あまりの組合員で構成され、今回は5万6000人あ
まりの組合員が労働争議での調整を申請した。
○政府と度重なる交渉すえ、ストライキ決行の日の5時間
前の２日未明、ついに、両者の間で合意が成立し、ストラ
イキは回避。
○保健医療労組委員長
「公共医療の拡充と医療従事者を拡充する、第一歩を踏み
出すと思う」
○現地メディアによると、政府は今後、感染症に対応する
医療従事者への支援金を制度化し、来年から国の資金で支
援する。処遇改善のため、公立病院を拡充し、看護師１人
当たりの患者数も法制化する。

韓国全国保健医療産業労働組合

看護師らスト通告

図52
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2019.1.15
米ロサンゼルスで14
日、公立学校の教員
３万人以上が、昇給
や学級規模の縮小、
教員数の増加を求め
てストライキを決行
した。生徒50万人に
影響

米国 教員3万人
ストライキで
賃上げ要求

図53

ストライクトーパー

米国 広がるストで賃上げ実現

米ナショナルセンター AFL・CIO

「ストライクトーパー」（ストライキとオクトー
バー10月を掛け合わせた言葉）の運動が米ナショ
ナルセンター（AFL・CIO）で展開されている。
食品製造業の労働組合「製パン製菓タバコ製造製
粉労働組合（ＢＣＴＧＭ）に加盟するシリアル製
品大手のケロッグの労働者によるストライキが10
月5日に始まり、1か月半以上に及んでいる。
西海岸3州の大手医療保険組織「カイザーバーマネ
ンテ」の施設で働く看護師・薬剤師、医療従事者
約３万人が賃上げ等を求めてストを構えたところ、
11月13日に会社側と合意に至った。

米国民 労働組合を支持する

68％ 不支持28％
労働組合の組織率11％

米国民の意識に変化。ギャラップ社の世論調査（2021年8月2～17日）で、労働組合に対しての支
持が68％、不支持が28％。労働組合の組織率が11％という中、労働組合への支持率は1960年代末
や90年代末と同じ水準に引きあがってきている。
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Amazon従業員
米国初の労組結成

【ニューヨーク=白岩ひおな】ニューヨーク市スタテン島にある米イ

ンターネット通販最大手アマゾン・ドット・コムの物流拠点で4月1

日、同社として米国で初となる労組結成が従業員投票による賛成多数

で可決された。米国内で110万人超を雇用するアマゾンは一貫して組

合結成に反対してきたが、待遇や労働環境改善を求める従業員らの声

の高まりを示す結果となった。

投票総数4785票のうち、賛成票が2654票で反対票2131票を上回

り、労組結成の可決が固まった。67票は有効性が争われているが、

投票結果には影響を与えない。

アマゾン労働組合は団体交渉を通じ、18ドル強から30ドルへの最

低時給引き上げや休憩時間の延長など労働条件の改善を掲げている。

元従業員のクリスチャン・スモールズ代表は日本経済新聞の取材に

「新型コロナウイルスの感染拡大やインフレ下で、アマゾンは従業員

の安全や生活への懸念をないがしろにしてきた。人々が変革を求めて

いることが示された」と語った。（日経新聞 2022年4月2日）
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